
3.1.E2	産業・運輸部門のゼロエミ化・炭素循環利用

3.1.E2.1　蓄エネルギー技術

領域の定義

本領域はエネルギーを一旦貯蔵して、電気エネルギーの形態で戻す科学、技術、研究開発の領域であ
る。電力系統、電気自動車（EV）、家庭用などで最終的に電力として利用されるエネルギー貯蔵装置・
システム（水素等化学物質による貯蔵、電気的/物理的原理による二次電池、キャパシタ、圧縮空気エ
ネルギー貯蔵（compressed	air	energy	storage：CAES）、発電用熱貯蔵、等）を対象とする。

水素の製造技術については「E2.2	水素・アンモニア」で扱う。熱利用については「E2.4	産業熱利用」、
「E3.1	地域・建物エネルギー利用」で扱う。なおナノテクノロジー・材料分野の「N1.1	蓄電池」で
関連した調査を行っている。

ポイント

•	 再エネの変動性を補完する技術として、また移動体の電動化の動きから、電力供給と機器産業の両
面から研究開発が活発な分野である。

•	 各国の論文数は、いずれの国とも年ごとに堅調に増やしている。シェアでは中国、米国が高い。増加
率は中国、インドが高い。日本の論文数は、増加はしているもののシェアは低い。（図3.1-E2.1-1	b)、
図3.1-E2.1-2	a)、b)）

•	 相対被引用度ではオーストラリアが高い傾向が見られる（図3.1-E2.1-2	e)）。

•	 論文の企業共著率は日本が最も高い（図3.1-E2.1-2	f)）。

•	 より多くの国と共著関係にあるのは、中国、米国である。日本の共著相手国は中国、次いで米国と
なっているが、他の国から見たとき日本が共著相手国となる割合は低い。（図3.1-E2.1-3	a)）

•	 特許においては日本の優位性が見られる。ただし特許ファミリー件数シェアは2010年代前半は日本
が首位であったが、その後中国が逆転をしている。（図3.1-E2.1-4	b)）

•	 Patent	Asset	Indexのシェアに関しても中国の伸びが顕著であるが、日本は2位を維持している。
複数の日本の自動車メーカー、電機メーカーがPatent	Asset	Index上位オーナーに入っている。（図
3.1-E2.1-4	d)、e)）

図3.1-E2.1-1　　　蓄エネルギー技術領域における論文数の動向①
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図3.1-E2.1-2　　　蓄エネルギー技術領域における論文数の動向②
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図3.1-E2.1-3　　　蓄エネルギー技術領域における論文数の動向③
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図3.1-E2.1-4　　　蓄エネルギー技術領域における特許数の動向

a)	特許ファミリー件数の推移

c)	Patent	Asset	Indexの推移

b)	特許ファミリー件数の各国シェア

d)	Patent	Asset	Indexの各国シェア

e)	Patent	Asset	Index上位オーナー
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3.1.E2.2　水素・アンモニア

領域の定義

エネルギーシステムのゼロエミッション化に向けて再生可能エネルギー（以下、「再エネ」）が主要なエ
ネルギー源となっていくが、変動が大きい、長距離輸送が難しい、長期保存が難しいという課題がある。
水素は安定なエネルギー物質として、再エネ電力や種々のエネルギー源から変換して得ることができる。
水素は再び電力に変換でき、またCO2削減が難しい製鉄や化学などの産業分野における還元剤として
の利用も期待されている。本領域では水素製造技術、輸送・貯蔵のための水素キャリア製造技術、お
よびそのようにして得られた水素の利用技術を対象とする。アンモニアは水素キャリア（エネルギーキャ
リア）の一形態と捉える。なお、水素を用いてCO2を有用な化合物に変換する技術は「E2.3	CO2利用」、
水素・アンモニアを燃焼させ発電する技術は「E1.1	火力発電」で扱う。なおナノテクノロジー・材料
分野の「N1.4	電解・燃料電池」で関連した調査を行っている。

ポイント

•	 水素はカーボンニュートラルの実現に向けて電力用や産業用に広く活用が期待される物質であり、先
進国を中心に水素戦略を立案し、経済性や安全性などの課題克服に向けて積極的な研究開発が進め
られている。

•	 論文数では中国が突出しているが、米国を除き各国とも増加傾向にある。中国、インド、韓国の増加
率が高い。（図3.1-E2.2-1	b)、図3.1-E2.2	b)）

•	 相対被引用度ではオーストラリアが高い（図3.1-E2.2-2	e)）。

•	 論文の企業共著率は日本が最も高い（図3.1-E2.2-2	f)）。

•	 各国間の共著率では総数が多い中国、米国との共著が多く、日本との共著は相対的に低調である（図
3.1-E2.2-3	a)）。

•	 特許ファミリー件数シェアは、日本は相対的に減少し2022年時点で中国に次ぐ2位となっている（図
3.1-E2.2-4	b)）。

•	 Patent	Asset	Indexシェアは、2022年時点で日本は中国、米国に次ぐ3位となっている。日本企業
を含む複数の自動車メーカーがPatent	Asset	Index上位オーナーに現れている。（図3.1-E2.2-4	e)）

図3.1-E2.2-1　　　	水素・アンモニア領域における論文数の動向①
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図3.1-E2.2-2　　　水素・アンモニア領域における論文数の動向②
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図3.1-E2.2-3　　　水素・アンモニア領域における論文数の動向③
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図3.1-E2.2-4　　　水素・アンモニア領域における特許数の動向

a)	特許ファミリー件数の推移

c)	Patent	Asset	Indexの推移

b)	特許ファミリー件数の各国シェア

d)	Patent	Asset	Indexの各国シェア

e)	Patent	Asset	Index上位オーナー

90 CRDS-FY2024-FR-01CRDS 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター

研究開発の俯瞰報告書　　論文・特許データから見る研究開発動向（2024年）

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
分
析

（
研
究
開
発
領
域
別
）

3



3.1.E2.3　CO2利用

領域の定義

二酸化炭素（CO2）を回収し有効利用する方法はCCU（Carbon	d iox ide	Capture	and	
Utilization）と呼ばれる。排ガスや大気から回収したCO2をグリーン水素（H2）または再生可能電
力を用いてメタン、液体系燃料、化学品を製造する技術が中心である。産油国ではCCUは石油増進回
収（Enhanced	Oil	Recovery：EOR）を意味することも多いが、日本、EUでは幅広いCO2有効利
用全般を指す。
CO2の回収プロセスはCCU、CCS（Carbon	Capture	and	Storage）共通のプロセスであり「E1.9	
CO2回収・貯留（CCS）」で扱う。CCUにおいては、CO2の還元エネルギーとして水素が用いられるが、
水素の製造技術については「E2.2	水素・アンモニア」で扱う。

ポイント

•	 各国とも論文数を増やしているが、中でも中国が顕著で2012年から2021年の間で10倍以上の伸
びを示しており、Top1%論文、Top10%論文の比率も突出している。日本の伸び率は他の国より小
さい。（図3.1-E2.3-1	b)、図3.1-E2.3-2	a)、d)）

•	 論文の企業共著率は、日本がもっとも高い（図3.1-E2.3-1	f)）。

•	 各国間の共著率は、中国、米国との共著率が高い。日本の共著相手国としては中国、米国との共著
率が高いが、それ以外の国との共著率は低い。オーストラリアは中国との共著率が高い。（図3.1-
E2.3-3	a)）

•	 論文数上位機関の多くは中国となっている。フランス、ドイツの機関も見られる（図3.1-E2.3-3	b)）。

•	 特許ファミリー件数シェアは、日本は中国、米国に次いで3位となっている。日本のシェアは低下傾
向にある。（図3.1-E2.3-4	b)）

•	 Patent	Asset	Indexシェアでは、2022年時点では中国と米国が拮抗し、日本は4位となっている。
Patent	Asset	Index上位オーナーには、中国科学院、サウジアラビア政府などの公的機関の他、欧
米の企業が多く挙がっている。（図3.1-E2.3-4	d)、e)）

図3.1-E2.3-1　　　CO2利用領域における論文数の動向①
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図3.1-E2.3-2　　　CO2利用領域における論文数の動向②
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図3.1-E2.3-3　　　CO2利用領域における論文数の動向③　
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図3.1-E2.3-4　　　CO2利用領域における特許数の動向

a)	特許ファミリー件数の推移

c)	Patent	Asset	Indexの推移

b)	特許ファミリー件数の各国シェア

d)	Patent	Asset	Indexの各国シェア

e)	Patent	Asset	Index上位オーナー
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3.1.E2.4　産業熱利用

領域の定義

熱エネルギー利用のうち、産業部門での熱の有効利用に関する科学、技術、研究開発を対象とする。
主に、蓄熱技術と熱再生利用技術を扱う。蓄熱技術は、排熱あるいは変動型再生可能エネルギー由来
の熱などを蓄え、製造プロセスの予熱、加熱、温度維持等に利用し、化石燃料消費量の削減を図るも
のである。ここでは、蓄熱材とそれを用いた蓄熱システムを対象とする。熱再生利用技術とは、熱需要
における投入エクセルギー量を最小化するために、主として利用後の排熱を回収して、材料やプロセス
流体を予熱あるいは予冷することで、エクセルギーを無駄にせず再生する技術である。これにより、化
石燃料の消費を大幅に削減できる。ここでは、排熱に限らず環境熱等も熱源に含め、熱が持つエクセ
ルギー率を高める熱再生技術の理論、およびその要素技術として、熱交換、熱輸送、ヒートポンプ（機
械方式、化学方式）技術を対象とする。

ポイント

•	 本領域は論文、特許ともに増加傾向にある研究領域である。産業熱の有効利用に資する技術の導入
は、省エネやCO2の削減、波及する経済効果などへの期待が理由の一つであると考えられる。（図
3.1-E2.4-1	a)、図3.1-E2.4-4	a)）

•	 論文数の国別推移、シェアは中国、米国が高い。論文数の増加率ではインドの論文数の伸びが著しい。
（図3.1-E2.4-1	b)、図3.1-E2.4-2	b)）

•	 論文の国別企業共著率は日本が首位で韓国、フランスと続く（図3.1-E2.4-2	f)）。

•	 日本との論文共著率が最も高い国は中国、次いで米国である（図3.1-E2.4-3	a)）。

•	 総論文数、およびTop論文数は欧州の公的研究機関、大学が多い。中国は複数の大学が上位に位
置し、存在感を見せている。（図3.1-E2.4-3	b)）

•	 特許動向に関して、日本はかつてトップクラスに位置していたが、中国が特許件数シェアの拡大を続
け、Patent	Asset	Indexも高い水準にある。米国のPatent	Asset	Indexは緩やかな低下傾向にあ
るが、高い水準を維持している。（図3.1-E2.4-4	b)、d)）

図3.1-E2.4-1　　　産業熱利用領域における論文数の動向①
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図3.1-E2.4-2　　　産業熱利用領域における論文数の動向②
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図3.1-E2.4-3　　　産業熱利用領域における論文数の動向③
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図3.1-E2.4-4　　　産業熱利用領域における特許数の動向

a)	特許ファミリー件数の推移

c)	Patent	Asset	Indexの推移

b)	特許ファミリー件数の各国シェア

d)	Patent	Asset	Indexの各国シェア

e)	Patent	Asset	Index上位オーナー
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